
田 原市都 市緑化 推 進事 業補助金 交 付要 綱  

 

（趣旨）  

第 １ 条  こ の 要 綱 は 、 あ い ち 森 と 緑 づ く り 都 市 緑 化 推 進 事 業 に 基 づ く

間接補助事業 により 、住 民 、団体及 び事業者（以 下「 住民 団体等 」と

いう。）が行 う民有 地の緑 化及び 住 民参 加で実 施 する緑 化活動 の 経費

に対し 、予算 の 範囲内 におい て田原 市都 市緑 化推進 事業 補助金（ 以下

「補助金」と いう。）を交 付する こ とに 関し、田 原市 補 助金交 付 要綱

（昭和５６年 ４月１ 日 施行）に定め るも のの ほか、必要 な事項 を 定め

るものとする 。  

 （定義 ）  

第 ２条  この要 綱にお いて、次 の各 号に掲げる 用語の 意義 は、当 該 各号

に定めるとこ ろによ る 。  

(1) 緑 化施 設  植 栽 そ の 他 の 緑 化 の た めの 施 設 及 び 敷 地 内 で 保 全 さ

れ た 樹 木 並 び に 芝 そ の 他 の 地 被 植 物 並 び に こ れ ら に 附 属 し て 設 け

られてい る園 路 、土 留 その他 の 施設 を いう。  

(2) 緑化 面 積  敷 地内 の緑 化施 設 の面 積 で、都市緑地法 施 行規則（昭

和４９年 建設 省 令第 １ 号）第 ９条第 １号 並びに 第２号 イ 、ロ 及びホ

の緑化施 設の 面 積の 算 出方法 に より 算 出した ものを いう。  

(3) 既 存集 落  半 径 ３ ０ ０ メ ー ト ル の 円に １ ０ ０ 戸 以 上 の 建 築 物 が

あるもの 又は ５ ０戸 以 上の建 築 物が 連 たんし ている 箇所を いう 。な

お、「 建築 物 が連 た ん」 は 、建 築 面 積３ ０平方 メ ート ル 以上 の 建築

物が、そ の敷 地 間の 距 離が５ ５ メー ト ル以内 にある 状態を 指す 。  

（補助対象事 業）  

第 ３条  補助金 の交付 の対象 と なる事 業（以 下「 補助対 象事業 」とい う 。）



は、次に掲げ る事業 と する。  

(1) 緑 の街 並 み 推 進 事 業  市 内 の 市 街 化区 域 及 び 市 街 化 調 整 区 域 内

の既存 集 落で 、 民有 地 の建 物 又は敷 地（以 下「敷 地 等」 と いう。）

の緑化を 進め る 事業 、並 び に民 有 の既 存 樹林 地 を広く 開放するため

に 園 路 整 備 等 を 行 う 民 有 樹 林 地 活 用 型 事 業 で 次 の 要 件 を 満 た す も

の  

ア  緑 化 面 積 が ５ ０ 平 方 メ ー ト ル 以 上 （ 既 存 民 有 樹 林 地 の 対 象 規

模は ２００ 平方 メート ル以上 。生垣に ついては、延 長 １５ メート

ル 以 上 ） で あ る こ と （ 生 垣 の 延 長 は 、 幹 か ら 幹 ま で の 長 さ と す

る。）。  

イ  緑 化 施 設 評 価 表 （ 別 表 第 １ ） に 定 め る 基 準 を 満 た す も の で あ  

るこ と。  

ウ  緑化工 法又は 緑 化資材 の営業 を 目的 とした も ので な いこと  

エ  設 置 さ れ る 緑 化 施 設 の 管 理 予 定 者 （ 以 下 「 管 理 予 定 者 」 と い  

う 。） と補 助 金の 交 付を 受 け よ う とす る 者 （以 下 「申 請者 」 とい

う 。）が同一であ る こと 。ただし 、管 理 予定者 と申請 者との 間で、

管 理 予 定 者 が 緑 化 施 設 の 管 理 義 務 を 負 う こ と の 取 決 め が な さ れ

て いる場 合は、 この限 りではな い。  

オ  申 請 者 が 緑 化 す る 敷 地 等 の 所 有 者 と 異 な る 場 合 は 、 当 該 所 有  

者の 承諾を 得 てい る こと。  

カ  プラン ターそ の 他移動 可能な も のを 使用し な いこ と 。  

(2) 住 民参 加 緑 づ く り 事 業  住 民 団 体 等が 市 内 の 公 有 地 に お い て 住

民参加に よる 樹 林地 整 備、植 栽、ビオ ト ープ づ くり等 の緑づくり活

動又は体 験学 習 を実 施 する事 業 で、 次 の要件 を満た すもの  

ア  参加者 が延べ ５ ０人以 上であ ること 。  



イ  営利を 主たる 目 的とし ないこ と。  

ウ  宗教的 又は政 治 的宣伝 意図を 有 しな いこと 。  

エ  授 業 料 、 参 加 料 、 入 場 料 等 を 徴 収 す る 場 合 は 、 そ れ ら の 額 が   

社会 通念上 低廉 である こと。  

オ  事 業 を 実 施 す る 住 民 団 体 等 （ 以 下 こ の 項 に お い て 「 事 業 実 施  

団体 」とい う 。） の構 成員が自 主 的か つ 主体的 に取り 組むこと。  

カ  事 業 実 施 団 体 が 補 助 金 の 交 付 目 的 に 合 致 す る 活 動 実 績 又 は 計

画 を有し ている こと。  

キ  事 業 実 施 団 体 の 規 約 、 会 則 等 に お い て 、 活 動 内 容 、 主 た る 事   

務所 の所在 地 、代表者 及び構 成 員の 氏 名並び に会計 経理の 方法が

明記 されて い ること 。  

 ク  事業を 実施す る公有 地 の管 理 者の 承諾を得 て いる こ と。  

ケ  事 業 実 施 団 体 が 事 業 に よ り 施 工 され た 緑 化 施 設 を 適 正 に 維持

管 理する こと。  

２  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 こ の 要 綱 に 基 づ く 補 助 金 の 交 付 を 受 け

た こ と の あ る 敷 地 等 に お け る 事 業 、 国 又 は 県 が 交 付 す る 他 の 補 助 制

度による助成 を受け る 事業は 、補助 対象事業 とし な い。  

（ 補助対象者 ）  

第 ４ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け る こ と が で き る 者 は 、 前 条 第 １ 項 に 規 定

する事業を行 う者で 、 市税の 滞納を していな いも の とす る 。  

２  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に

関する法律（ 平 成３年 法律第 ７７ 号）第 ２ 条第 ２ 号に規 定する 暴 力団

又 は 当 該 暴 力 団 と 密 接 な 関 係 を 有 す る 者 に つ い て は 、 補 助 金 の 交 付

の対象としな い。  

（ 補助対 象 経費 及 び補 助金 額）  



第 ５条  補助対 象経費 及び交 付 すべき 補助金 の 額（ 以下「補助金額 」と

いう。）は 、別表 第 ２に定 めると お りと する。た だし 、補助金 額 の算

定に当たり、千 円未満 の端数 が生 じたと きは 、こ れを切 り捨て る もの

とする。  

２  別表 第２に 定める 補助対 象 経費に は、消費 税及び 地方 消費税（ 以下

「消費税等」という 。）は含まな い もの とする 。ただし 、以下 に 掲げ

る 申 請 者 に あ っ て は 、 消 費 税 等 を 補 助 対 象 経 費 に 含 め て 補 助 金 額 を

算定すること ができ る ものと する。  

(1) 個人事業 者でな い 個人  

(2) 消費税法 におけ る 納税義 務者と ならない 事業 者  

(3) 免税事業 者  

(4) 簡易課税 事業者  

(5) 国 、地 方公 共団体 （特別 会 計を 設 けて事 業を 行 う場合 に限る 。）

又は消費 税法 別 表第 ３ に掲げ る 法人  

(6) 国又は地 方公共 団 体の一 般会計 である事 業者  

(7) 課 税事 業 者 の う ち 、 課 税 売 上 割 合 が低 い 等 の 理 由 か ら 、 消 費 税  

仕入控除 税額 確 定後 の 返還を 選 択す る 事業者  

 

（交付申請）  

第 ６条  申請者 は、補助 対象事 業に 着手する前 に、田原市 都市緑 化 推進

事業補助金交 付申請 書（ 様式第１ 号）に次 に掲げ る 書類を 添えて 、市

長に提出しな ければ な らない 。  

(1) 事業計画 書（様 式 第２号 ）  

(2) 事業場所 の位置 図  

(3) 事業内容 を表す 図 面、着 手前写 真等  



(4) 事業に要 する経 費 の見積 書  

(5) 敷地等の 所有者 の 承諾書  

(6) 公有地の 管理者 の 承諾書  

(7) その他市 長が必 要 と認め る書類  

（交付決定及 び通知 ）  

第 ７条  市長は 、前条に規定す る申 請書を受理 した場 合は 、その 内 容を

審査し、適 当と認 めた ときは 、補 助金 の交付 の決 定（以 下「交付 決定」

という 。） をする も のとす る。  

２  市長 は、補 助 金の交付の目 的を 達成するた め必要 があ るとき は、交

付決定に条件 を付す る ことが できる 。  

３  市長 は、交 付 決定をしたと きは 、田原 市都市 緑 化推進 事業補 助 金交

付決定通知書 （様式 第 ３号） により 申請者に 通知 す るも の とする 。  

（変更申請）  

第 ８条  交付決 定を受 けた者（ 以下「 補 助事 業者」と いう。）は 、交付

決定に係る事 業（以 下「補助 事 業」と いう 。）の 内容を 変更し よ うと

するときは、田 原市都 市緑化 推進 事業補 助金 変更申 請書（様式第 ４号 ）

に 事 業 の 変 更 内 容 が わ か る 書 類 を 添 え て 、 あ ら か じ め 市 長 に 提 出 し

なければなら ない。  

（変更決定）  

第 ９条  市長は 、前条に規定す る変 更申請書を 受理し た場 合は、そ の内

容を審査し、適 当と認 めたと きは 、交付 決定の 変 更を決 定する も のと

する。ただ し 、補 助金額は、第７ 条 第１ 項の規 定 により 決定し た 額を

上限とする。  

２  市長 は、前 項 の規定により 変更 を決定した ときは 、田 原市都 市 緑化

推進事業補助 金変更 決 定通知 書（ 様式第 ５号 ）に より補 助事業 者 に通



知するものと する。  

（補 助事業 の廃 止）  

第 １ ０条  補助事 業者は、補 助事 業を廃 止しよ う とす る ときは 、田 原市

都 市緑化 推進事 業廃止 届（ 様式 第６号 ）を遅滞 な く市長 に提出 しなけ

れ ばなら ない。  

（ 実績報告）  

第 １１条  補助 事業者 は 、事業 が完 了したとき は、事業完 了後３ ０ 日以

内又 は当該 年度の ３月２０ 日のい ずれか 早い日 ま でに 、田原市 都 市緑

化推 進事業 補助金 実 績報告 書（様 式 第７ 号）に 次 に掲げ る書類 を 添え

て、 市長に 提出し なければ ならな い。  

(1) 事業報告 書（様 式 第８号 ）  

(2) 事業に係 る図面 （ 平面図 、緑化 構造図等 ）  

(3) 事業着手 前及び 事 業完了 後の写 真  

(4) 事業に要 した経 費 の領収 書の写 し又はそ れに 類 する も の  

(5) その他市 長が必 要 と認め る書類  

（ 補助金 額 の確 定 ）  

第 １２条  市長 は、前条に規定 す る実 績 報告 書 の提出 があった場合 は 、

書 類 審 査 及 び 必 要 に 応 じ て 現 地 調 査 を 行 い 、 事 業 の 成 果 が 交 付 決 定

の内容に適合 するも の である かを調 査し、適合す る と認め たとき は 、

補助金額を確 定する も のとす る。  

２  市長 は、前 項 の規定により 補助 金額を確定 したと きは 、田原 市 都市

緑化推進事業 補助金 額 確定通 知書（様式 第９ 号）を補助 事業者 に 通知

するものとす る。  

（ 請求及 び 交付 ）  

第 １ ３ 条  前 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 確 定 通 知 書 を 受 け た 者 は 、 速 や か に



田原市都市緑 化推進 事 業補助 金請求 書（ 様 式第１ ０号）を 、市長 に提

出しなければ ならな い 。  

２  市長 は、前 項 に規定する請 求書 を受けた場 合は、その 内容を 審 査し 、

適当と認めた ときは 、 補助事 業者に 補助金を 交付 す るも の とする 。  

（取消し及び 返還）  

第 １ ４ 条  市 長 は 、 補 助 事 業 の 成 果 が 交 付 決 定 の 内 容 及 び こ れ に 付 し

た 条 件 に 適 合 し な い と 認 め た と き は 、 交 付 決 定 の 全 部 若 し く は 一 部

を 取 り 消 し 、 又 は 既 に 交 付 し た 補 助 金 の 全 部 若 し く は 一 部 を 返 還 さ

せることがで きる。  

 （表示 板の設 置）  

第 １ ５ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け た 者 は 、 あ い ち 森 と 緑 づ く り 税 を 活 用

した事業によ り事業 を 実施し た旨の 表示板（様式第 １１ 号）を事 業施

工箇所に設置 しなけ れ ばなら ない。  

 （緑化 施設の 維持管 理）  

第 １ ６ 条  補 助 事 業 者 は 、 事 業 完 了 後 適 正 な 緑 化 施 設 の 維 持 管 理 に 努

めなければな らない 。  

 （財産 処分の 制限）  

第 １７条  補助 事業者 は 、補助 金の 交付を受け て取得 した 財産を 、市長

の承認を受け ないで 処 分して はなら ない。ただし、減価 償却資 産 の耐

用年数等に関 する省 令（昭和 ４０ 年大蔵 省令 第１５ 号）に定めら れて

い る 期 間 又 は こ れ に 準 ず る も の と 認 め ら れ る 期 間 を 経 過 し た 場 合 は 、

この限りでな い。  

 （雑則 ）  

第 １ ８ 条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 必 要 な 事 項 は 、 市 長 が 別 に 定

める。  



附  則  

１  この 要綱は 、平成 ２３年 ４ 月１日 から施 行 する 。  

２  こ の 要 綱 は 、 愛 知 県 に よ る あ い ち 森 と 緑 づ く り 都 市 緑 化 推 進 事 業

に 基 づ く 緑 の 街 並 み 推 進 事 業 実 施 期 間 の 終 了 日 限 り 、 そ の 効 力 を 失

う。  

附  則  

（施行期日）  

１  この 要綱は 、令和 ２年１ 月 ２４日 から施 行 する 。  

（経過措置）  

２  改 正 後 の 別 表 第 ２ は 、 こ の 要 綱 の 施 行 の 日 以 後 に 申 請 が あ っ た も

のについて適 用する 。  

附  則  

（施行期日）  

１  この 要綱は 、令和 ８年４ 月 １日か ら施行 す る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 表第１ （第３ 条関係 ）  

緑化 施設評 価表  

備 考  工 業 立地 法 （昭 和３ ４年 法 律第 ２ ４号 ） におい て緑化率の 規
制がある とき は 、同 法 に定め ら れた 緑 化率を ２ %以上上 回るこ と。

緑化 事業  基   準  要 件  

屋 上 緑 化  

壁 面 緑 化  

空 地 緑 化  

駐 車 場 緑 化  

右 記 要 件 の い
ず れ か を 満 た
す こ と 。  

・ 道 路 か ら 眺 望 で き る こ と 。  

・ 不 特 定 の 人 が 立 ち 入 っ て 見 る こ と が で
き る こ と 。  

・ 管 理 者 等 の 了 承 の も と 必 要 に 応 じ て 見
る こ と が で き る こ と 。  

民 有 樹 林 地
活 用  

右 記 要 件 の い
ず れ か を 満 た
す こ と 。  

・ 常 時 一 般 の 人 が 立 ち 入 る こ と が で き る
こ と 。  

・  求 め に 応 じ 一 般 の 人 が 立 ち 入 る こ と が
で き る こ と 。  

・ 時 間 を 限 っ て 一 般 の 人 が 立 ち 入 る こ と
が で き る こ と 。  

生 垣 設 置  右 記 要 件 の 全
て を 満 た す こ
と 。  

・ 道 路 又 は 隣 地 沿 い に あ り 、 か つ 、 生 垣
の 接 道 延 長 が 生 垣 設 置 延 長 全 体 の ３
０ ％ 以 上 で あ る こ と 。  

・ 幅 員 ４ m未 満 の 公 衆 道 路 に は 、 道 路 中 心
線 か ら ２ m以 上 離 し た 敷 地 側 の場 所 で あ
る こ と 。  

・ 延 長 １ ｍ 当 た り ２ 本 以 上 植 樹 す る こ
と 。  
・ 樹 木 の 高 さ が 宅 地 面 か ら ９ ０ ㎝ 以 上 で

あ る こ と 。  



別表第２（第５条関係） 

 

備考 １ 住民参加緑づくり事業の工事費については、工事の完遂に当たり高度 
な専門知識、技能又は資格を必要とすること、危険な作業を伴うこと等 
により、一般住民による施工が困難なものを対象とする。 

２ 役務費については、工事費と同様に一般住民によることが困難なもの 

を対象とする。 

３ 委託料については、工事費と同様に一般住民によることが困難なもの 

を対象とする。 

 

事 業 区 分 補 助 対 象 経 費 補 助 金 額 

緑の街並み
推進事業 

１ 緑化事業 

屋上緑化、壁面緑化、空地緑

化及び駐車場緑化の工事費用

のうち、植栽、植栽基盤、灌水

施設、園路整備及び生垣設置

に係る工事費用並びに第１５

条の表示板の設置に係る費

用。ただし、植栽については、

植栽した個体の生育期間が２

年を見込めないものは除く。 

２ 民有樹林地活用型事業 

工事費用のうち、園路整備、

柵、ベンチ、自然解説板及び案

内板に係る工事費用並びに第

１５条の表示板の設置に係る

費用。 

１ 補助金額は、補助対象経費の２分の１の
額とし、次の条件の範囲内とする。 

(1) 屋上緑化及び壁面緑化は、緑化面積
に１㎡当たり３万円を乗じて得た額 

(2) 空地緑化は、緑化面積に１㎡当たり
１万５千円を乗じて得た額 

(3) 駐車場緑化は、緑化面積に１㎡当た
り２万円を乗じて得た額 

(4) 生垣設置は、生垣の延長に１ｍ当た
り５千円を乗じて得た額 

(5) 民有樹林地活用型事業は、工事対象
面積に１㎡当たり１万円を乗じて得た
額 

２ 補助金額は、５００万円を上限とし、１
０万円未満（ただし、生垣設置については
３万円未満）の場合は、交付しない。 

住民参加緑
づくり事業 

工事費、役務費、委託料、

報償費、旅費、使用料、需用

費等。ただし、食糧費、交際

費、接待費、団体運営費その

他市長が補助事業の実施に必

要ないと認める経費は、対象

としない。 

 

補助対象経費に要した額。ただし、補助
金額は、３００万円を上限とし、１０万円
未満の場合は、交付しない。 



様式第１－１号（第６条関係） 

 

年 月 日 

 

田原市長 殿 

 

 

住 所 

氏 名 

電話番号 

 

 

田原市都市緑化推進事業補助金交付申請書 

 

年度において、 下記事業を実施したいので、 田原市都市緑化推進事業補助金の

交付を申請します。 

 

記 

 

１ 事業 の名 称 

２ 事業実施場所 

３ 補助対象事業費 金            円 

４ 補助金交付申請額 金           円 

５ 事業予定期間 着手予定年月日     年   月   日 

完了予定年月日       年   月    日 

６ 緑化施設の管理予定者 （申請者と管理予定者が異なる場合） 

住 所 

氏 名 

７ 緑化施設を設置する敷地等の所有者 （申請者と敷地等の所有者が異なる場合） 

住 所 

氏 名 

８ 添付書類 

(1) 事業計画書（様式第１－２号） （住民参加の緑づくり事業の場合、様式は任意） 

(2) 事業場所の位置図 

(3) 事業内容を表す図面、着手前写真（事業場所全体が分かるもの）等 

(4) 事業に要する経費の見積書 

(5) 敷地等の所有者の承諾書 

（申請者と敷地等の所有者が異なる場合及びマンション等の管理組合がある場合） 

(6) 公有地の管理者の承諾書 



 

 

 

様式第１－２号（第６条関係） 

事業計画書 

申請者名  

事業の名称  

事業実施場所  

事業予定期間 年  月  日～  年  月  日 

事業費  財源 補助金交付申請額  

※別紙数量計算書（様式任意）に  内訳 申請者負担額  

よる。     

土地利用状況  住居系の用途地域  商業系の用途地域 

※該当する箇所に○印をつける。  工業系の用途地域  市街化区域に隣接した市街化調 

  整区域 

 ＤＩＤ区域  既存集落 

 その他（ ） 

 屋上緑化、壁面緑化、空  道路から眺望できる。 

優 地緑化、駐車場緑化  不特定の人が立ち入って見ることができる。 

良   管理者等の了承のもと必要に応じて見ることができる。 

基 ※該当基準に○印をつける。  

準 生垣設置  道路又は隣地沿いにあり、かつ、生垣の接道延長が３ｍ以上である。 

 ※該当基準に○印をつける。  延長１ｍ当たり２本以上植樹する。 

敷地面積 ｍ２ ① 

屋上緑化面積（うち中高木） ｍ２ （ ｍ２） 

壁面緑化面積（うち中高木） ｍ２ （ ｍ２） 

空地緑化面積（うち中高木） ｍ２ （ ｍ２） 

駐車場緑化面積（うち中高木） ｍ２ （ ｍ２） 

緑化面積計（うち中高木） ｍ２ ② （ ｍ２） ③ 

緑化率 ％ ②／① 

高木植栽率 ％ ③／② 

樹 高木、中木、低木 

樹種名 本 ｍ２ 樹種名 本 ｍ２ 

      

      

     

種 

（樹種名・本数・ｍ２）       

      

      

 



 

㊞

 

 

 

様式第６－１号（第１１条関係） 

 

年 月 日 

 

田原市長 殿 

 

住 所 

氏 名 

電話番号 

 

 

田原市都市緑化推進事業実績報告書 

 

年 月 日付け 第 

年 月 日完了しました。 

 

１ 確定を受けようとする交付対象事業の内容 

 

 

号で交付決定を受けました次の事業は、 

 

 

２ 添付書類 

(1) 事業報告書（様式第６－２号） 

(2) 事業に係る図面（平面図、緑化構造図等） 

(3) 事業着手前及び事業完了後の写真 （事業実施場所全体が分かるもの） 

(4) 事業に要した経費の領収書の写し又はそれに類するもの 

 

 

（注） 交付決定年月日は、当初の交付決定の日を記入すること。 

事 業 の 名 称 
 

事 業 実 施 場 所 
 

総 事 業 費 補助対象事業費 補助対象外経費 交 付 決 定 額 

円 円 円 円 



㊞

第

記

 

 

 

第６－２号様式（第１１条関係） 

事業報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請者名  

事業の名称  

事業実施場所  

事業期間 年 月 日～ 年 月 日 

事業費  財源 補助金交付決定額  

※別紙数量計算書（任意様式）に  内訳 申請者負担額  

よる。     

土地利用状況  住居系の用途地域  商業系の用途地域 

※該当する箇所に○印をつける。  工業系の用途地域  市街化区域に隣接した市街化調 

  整区域 

 ＤＩＤ区域  既存集落 

 その他（ ） 

 屋上緑化、壁面緑化、空  道路から眺望できる。 

優 
地緑化、駐車場緑化  不特定の人が立ち入って見ることができる。 

良 ※該当基準に○印をつける。  管理者等の了承のもと必要に応じて見ることができる。 

基 

準 生垣設置  道路又は隣地沿いにあり、かつ、生垣の接道延長が３ｍ以上である。 

 ※該当基準に○印をつける。  延長１ｍ当たり２本以上植樹する。 

敷地面積 ｍ２ ① 

屋上緑化面積（うち中高木） ｍ２ （ ｍ２） 

壁面緑化面積（うち中高木） ｍ２ （ ｍ２） 

空地緑化面積（うち中高木） ｍ２ （ ｍ２） 

駐車場緑化面積（うち中高木） ｍ２ （ ｍ２） 

緑化面積計（うち中高木） ｍ２ ② （ ｍ２） ③ 

緑化率 ％ ②／① 

高木植栽率 ％ ③／② 

樹 高木、中木、低木 

樹種名 本 ｍ２ 樹種名 本 ｍ２ 

      

      

     

種 

（樹種名・本数・ｍ２）       

      

 



 

 

 

様式第８号 （第１３条関係） 

 

年 月 日 

 

田原市長 殿 

 

住 所 

氏 名 

電話番号 

 

 

田原市都市緑化推進事業補助金請求書 

 

 

年 月 日付け 

都市緑化事業補助金を請求します。 

 

 

 

 

１ 補助金請求額 

 

 

号で額の確定通知のあった田原市 

 

２ 支払方法 

 

３ 事業の名称 

 

 

 

４ 事業実施場所 

金 額 

        

円 

振 

 銀 行                         店 

金融機関名 信用金庫 

 農業協同組合                   所 

預金種別 

１普 通 

口座番号 

       

込 

２当 座 

（フリガナ） 

 

 

 口座名義人  

 



 

 

 

様式第９号 （第１４条関係） 

 

あいち森と緑づくり税を財源と

する「○○○○事業」により、○

○○○を行いました。 

 

年 月 

 

申請者 
 
備考 １ 大きさは、日本工業規格Ａ４以上とする。 
   ２ 材質は、対候性、耐久性に富み、かつ、容易に破損しないものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


